
１．

（1）

（2）

（3）

（4）

２．
（単位：円）

当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,709,998,484
279,536,400 2,256,056,400
1,112,480 55,067,760

3,624,366 86,764,436
280,648,880 3,624,366 4,107,887,080

3,985,442 51,661,707
18,500,000 23,782,697 27,225,977
22,485,442 23,782,697 78,887,684
303,134,322 27,407,063 4,186,774,764

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応
する額

基本財産
1,533,498,484 176,500,000 0
2,256,056,400 0 0
55,067,760 0 0
85,357,791 1,406,645 0

3,929,980,435 177,906,645 0
特定資産

0 51,661,707 0
0 27,225,977 0
0 78,887,684 0

3,929,980,435 256,794,329 0

４． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次のとおりである。
（単位：円）

金　　　額

3,565,756
3,565,756

５．
（単位：円）

減価償却累計額 当期末残高
120,496,644 86,764,436

929,583 15,417
4,017,861 94,106
46,666 93,334

1,905,750 0

６．

一 括 償 却 資 産 140,000

1,976,520,000

78,887,684
合　　　　計 4,186,774,764

施設修理積立預金

助成準備引当預金 32,508,674
施設修理積立預金

財務諸表に対する注記

特定資産

基本財産

決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

2,256,056,400

科　　目 前期末残高

小　　　　計

当期末残高

建 物

90,388,802建 物

1,709,998,484

土 地

減価償却の方法は定率法によっている。

土地の評価基準及び評価方法

土 地

重要な会計方針の変更

47,676,265

重要な会計方針

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によつている。
消費税等の会計処理

53,955,280

決算日の時価（路線価格）によっている。

小　　　　計

有価証券の評価基準及び評価方法

特になし

207,261,080

4,111,967
945,000

建 物

什 器 備 品
構 築 物

55,067,760

3,830,862,566

基本財産積立預金

合　　　　計 3,911,047,505

基本財産積立預金

1,709,998,484
有 価 証 券

科　　目

80,184,939

固定資産の取得価額・減価償却累計額及び当期末残高

51,661,707

86,764,436

有 価 証 券

ソ フ ト ウ エ ア

合　　　　　　計

1,905,750

小　　　　計 4,107,887,080

科　　目 取得価額

助成準備引当預金

　　経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額

27,225,977

内　　　　　　容

小　　　　計


